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コミュニティの再生・発展に向けて
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コミュニティの概念

コミュニティ
（基礎生活領域）「場」

住民自治の領域

共同生活の領域

生活の質の向上

地域自治の仕組みづくり

出会い
集い

対話・討議
組織

バーチャル空間
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ローカル・ガバナンスの構図

コミュニティ

市町村

ＮＰＯ
企業

ボランティア組織商店

都道
府県

個人
家族
（自助）補完性の原理

市民社会システム

地域自治システム

市場システム

公共システム

（公助）

（共助）

各システムの協働
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コミュニティ・ガバナンスの構図

議会システム

行政システム 住民自治
システム

地域自治システム
独立性

意思形成・決定の「場」

新住民自治組織組織内分権

監視・調停

基礎生活領域（小学校区程度）における協働型コミュニティ再生（地域分権）システム
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コミュニティ再生に求められる活動
～持続可能なコミュニティづくり～

自然生態
系保全

歴史文化
資産保全

地球
温暖化
防止

循環型
社会

伝統
地場産業

商店街
活性化

コミュニティ
ビジネス

生業

地域福祉

防犯・防災

地域教育

モビリティ
向上

環境

経済

社会

子育支援

○○活動
○○活動

○○活動

統合化
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地域自治システムの全体構図

公益信託 「市民自治」基金
「地域自治」大学の運営

地域づくり会議
地域窓口
地域担当
地域交付金

新住民自治組織

自治基本条例

意思形成・決定の
「場」

議会地域対応システム

地域行政システム 住民自治システム

個人市民税の○％

３つのシステムは各小学校区
に対応、支援システムは基礎
自治体全体に対応

支
援
シ
ス
テ
ム

諮問

答申・同意・決定

提案

回答

諮問

議長
地域自治審議会

提案

コーディネーター養成

派遣

「地域自治」支援センター

答申 提案・調停申請
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各地にみる地域自治の仕組みづくり

■住民自治の領域における、行政から独立した、「自律と自己統
治」に根ざした住民自治システム（新住民自治組織）をどう確立
するか。

■直接民主主義・討議民主主義をどう育てるか。
■行政主導の仕組みづくりは、住民自治力の強化を阻害しないか。
■協働という名の、下請け型・管理型の仕組みづくりの恐れはな

いか。
■行政システム改革に連動する地域自治の仕組みづくりとなって

いるか。
■地域自治の仕組みづくりと議会改革とが連動しているか。
■行政区である地域自治区は、地域活動のエネルギーを減衰さ

せ、住民自治力の強化を阻害しないか。
地域協議会が行政の追認・下請け機関になる恐れはないか。
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コミュニティ再生・発展に向けた戦略

地域自治
システムの

構築

市民社会
の強化

地域自治支援センター設立支援
ＮＰＯ支援センター支援

コミュニティ再生会議

大
学
・
専
門
家
と
の
連
携

支
援
基
金

人
材
養
成

地域自治

大学

運営資金

人件費

資
金
支
援



9

コミュニティ・市町村・都道府県・国の役割分担

住民
コミュニティ

ＮＰＯ

市町村

都道府県
国

・市町村のコミュニティ再生・ＮＰＯ支援
を支援
・市町村の地域自治支援センター・ＮＰ
Ｏ支援センター支援を支援
・過疎・中山間地域等への特定地域支
援
・市町村への権限・財源委譲

・住民による地域自治システム
づくりを支援
・ミュニティ再生・ＮＰＯ活動支
援
・地域自治支援センター・ＮＰＯ
支援センターの支援

・行政システム改革
・地域への権限・財源委譲

（地域内分権化）

・自主・自律の精神

・活動力の強化
・自治力の強化
・コミュニティ組織とＮＰ
Ｏの連携強化
・地域自治システム
づくり

・自治体のコミュニティ再生・ＮＰＯ
支援事業を支援
・各省庁のコミュニティ支援策の
統合化
・自治体への権限・財源の委譲


